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「２０２０年賃金確定要求書」を提出

コロナ禍で奮闘する職員を励ますため

２０２０賃金確定要求書を提出

総務部長･教育長交渉

第１回交渉 １１月 ９日（月）10:45－12:00

第２回交渉 １１月１８日（水）11:00-12:00

人 事 課 長 交 渉（現業・会計年度職員、女性・青年の課題での交渉）

現業･会計計年度職員交渉 １１月１１日 （水）14:45-16:00

青年・女性交渉 １１月１３日 （金）13:15-14:30

県人事委､一時金0.05月分削減の勧告
コロナ禍で奮闘する職員に冷水の不当な引下げ

○給与勧告・報告のポイント

ボーナス(期末･勤勉手当)を引下げ(△ 0.05 月分)

月例給については、別途必要な報告・勧告を予定

第１２１１号 ２０２０年１０月３０日

滋賀県地方公務員労働組合共闘会議（自治労県職と滋賀県教職

員組合）は１０月２９日、「２０２０年度賃金確定要求書」を知事

および教育長あて提出しました。

県人事委員会は１０月１５日、今年度の公民較差を0.11％ 421

円として今年度の給与改定を勧告しました。６年連続での改善勧

告としても、私たちの暮らしにおいては、改善を実感できる内容

にはなっていません。また職場の実態をみれば、増大する行政需

要に対して、職員は精一杯の努力を続けていますが、もはや個人

の努力の限界を超えている状況です。これらの状況を改善してい

県人事委員会は１０月２６日、一時金を０．０５月引下げるとする勧告を行いました。引下げ分は、期末手当の支給月数に配

分され、今年度分については、１２月支給分から差し引くこととしています。本年の勧告は民間給与実態調査が例年より遅れた

ことを踏まえ、一時金のみ先行して実施したもの。 自治労・公務員連絡会側は、１０月５日に人事院総裁交渉を実施し。

くことが求められます。

県当局に対して、県関係職員の仕事や生活の厳しい実態を直

視し、現場の声を十分に聞き、真摯な話し合いを行ったうえで、

職員が意欲を持って働き続けられる賃金労働条件の改善を強く

求めました。要求書を受けた江島総務部長は、「要求内容を検

討し、誠意をもって対応したい」と応じました。

割合い）と公務の年間支給月数を比較

民間の支給割合 ４.４７月（公務の支給割合 ４.５０月）

（2）期末・勤勉手当の改定等

民間の支給割合との均衡を図るため引下げ （年間4.50月分⇒

4.45月分）

期末手当と勤勉手当の割振りおよび期別の支給月数について

は、人事院勧告に準じて改定

（3）月例給等

月例給等については、公務と民間の４月分の給与額を比較し

必要な報告・勧告を予定。併せて、人事管理についても報告を

予定

 （一般の職員の場合の支給月数） 

 6 月期 12 月期 

令和２年度 期末手当 

 

勤勉手当 

1.30 月 

（支給済み） 

0.95 月 

（支給済み） 

1.25 月 

（現行 1.30 月） 

0.95 月 

（改定なし） 

３年度 期末手当 

勤勉手当 

1.275 月 

0.95 月 

1.275 月 

 0.95 月 

  ［実施時期］  法律の公布日 

１．民間給与勧告制度の基本的考え方

（略）

２.ボーナスの改定等

（1）民間給与の調査

131民間事業所を対象に調査。新型コロナウイルス感染症

の感染拡大の影響により、ボーナスに関する調査を実地によ

らない保ｙ法で先行実施（完了率93.1％）なお、月例給に関

する調査は９月30日まで実施

《ボーナス》

昨年８月から本年７月までの直近１年間の支給実績（支給

給与 勧 告 ･報告の骨子



《 10/28 人事院勧告(月例給のみ) 》

人事院､月例給の据置を勧告

報告の骨子
○今回の報告のポイント

月例給の改定なし

民間給与との較差（▲ 0.04 ％）が極めて小さく、

俸給表及び諸手当の適切な改定が困難であることか

ら、月例給の改定を行わない。

【賃金確定要求書のポイント】

○給与水準の改善と一時金支給月数の維持

○通勤手当の改善（高速道路等加算の要件緩和等）

○時間外勤務の改善・サービス残業の撲滅

○育児と介護の両立支援の改善

○夏季休暇の拡大・取得期間の延長

○定年延長への対応など

○人事委員会事務局交渉 ○人事委員長交渉

１１月６日（金）9:30－10:30 １２日（木）10:0-10:30

第１２１１号 ２０２０年１０月３０日

主な要求項目
○職員の生活改善を図るため、基本給および諸手当の月例給与水

準の大幅な引上げを行うこと。また、人事委員会勧告について

財政事情等を理由に見送ることのないようにすること。

〇一時金支給月数を大幅に引上げること。

〇給与水準を維持するため、「給料表の水準調整」を行い改善を図

ること。

〇住居手当について、最高支給額の引き上げを図ること。

〇初任給や青年層賃金について改善すること。

〇中高齢層の賃金について、職員の士気に大きく影響することか

ら、賃金水準の維持改善を図ること。

〇「昇給停止の撤廃」や「号給延長」を行うこと。

○人事評価制度については、本格実施後３年超が経過したことか

ら、客観的なデータを示し検証すること。

〇長時間労働を是正し職員の命と健康を守るため、人員増による

適正配置や業務見直しによる抜本的な超勤縮減策を積極的に講

じること。時間外勤務命令の上限規制について、課題が多いこ

とから実態を把握して必要な措置を講じること。

１．民間給与との比較

約12,000民間事業所の約43万人の個人別給与を実地調査

(完了率80.2％）

○民間給与との較差 △164円 △0.04％

[行政職（一）･･･現行給与 408,868円、平均年齢43.2歳]

２.改定方針

民間給与との較差が極めて小さく、俸給表及び諸手当の適切

な改定が困難であることから、月例給の改定を行わない。

○仕事と育児や介護との両立などワーク・ライフ・バランスのた

めの積極的な支援策を実施すること。部分休業や育児短時間勤

務制度の対象年齢を小学校就学前から中学校就学前まで延長す

ること。

○現業職員の低賃金構造を改善すること。現行の賃金水準や昇給

昇格運用の改悪を行わないこと。新規採用により欠員を充足さ

せること。

○臨時・非常勤職員について、続交渉の課題について、早急な回

答を行うこと。所属や当事者への説明やスケジュールを早期に

示すこと。

人事院は１０月２８日、今年度の月例給の報告を行いました。与・一時金の改善を始め、働き方改革では今年度も「引き続き定

数の見直しを検討していく必要がある」との言及がありました。今後は確定交渉で要へ総力をあげていきます。

２０２０年度 賃金確定要求書の要旨

県人事委員会との交渉を再開します
滋賀県地方公務員労働組合共闘会議（自治労県職と滋賀

県教職員組合）は１０月２９日、「２０２０年度賃金確定要

求書」を知事および教育長あて提出しました。



第１２１１号 ２０２０年１０月３０日

女性・青年層、現業の課題で、知事あて要求書をそれぞれ提出しま

した。青年・女性層では、人員配置や働き方改革などの課題、育児と

の両立支援で「小一の壁」の課題を中心に改善要求しています。また、

現業職では、欠員の新規採用での補充を中心に要求しています。１１

月１１日（現業・嘱託）１３日（青年・女性）に人事課長交渉を行い

ますので、それぞれでの参加をお願いします。

青年･女性、現業職の要求実現へ要求書提出


